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1．まえがき 
 斜張橋全体のケーブルの局部振動を含めた応答を評価する際には一般的に汎用ソフトにおいてケーブル要素

を弦要素として解析を行っている。しかし、ケーブルの支点変位、係数励振振動、サグの影響などを評価した厳

密な解析を行えない。そこで本研究では、ケーブルの応答評価を行える有限要素法プログラムを使用し、このケ

ーブル要素と弦要素を用いて、支持ケーブルを分割する斜張橋モデルへの応用の場合に、鉛直正弦波加振および

ねじれ正弦波加振により両者で得られる応答の違いを評価する。対象橋梁としては長崎県の大島大橋を用いる。 
2．ケーブル要素と弦要素の剛性マトリクス  

2-1 ケーブル要素のマトリクス 

文献 1）を参考にケーブル要素の剛性マトリクス[K]e
Cableを以下に示す。 

 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

ここに、Xl,Yl,Zl：局部座標系。u,v,w：Xl,Yl,Zl方向の相対変位。L0：要素の初期長さ。P0：初期軸力。P=P0+（ECAC/L0）

e：変形後軸力。EC：ヤング係数。AC：断面積。e＝｛（L0+u）2+v2+w2｝1/2－L0：要素伸び。 

2-2 弦要素のマトリクス 
 文献 2）を参考に弦要素の剛性マトリクス[K]e

Chordを以下に示す。 

              

 

 

 

 ここに、P0：初期軸力。また、この弦要素の剛性マトリックス[K]e
Chordは、（1）式の剛性マトリックス[K]e

Cableに

おいて u＝v＝w＝0,P0=P,とおくことによっても求められる。  

３．解析対象と解析モデル 
解析対象の大島大橋は、３径間連続鋼斜張橋で中央径間 350ｍ、側

径間 160m、幅員 9.75ｍの斜張橋である。また、解析においてケーブ
ルは 8分割したモデルを用いる。図－1に解析モデルを示す。減衰は
部材ごと考慮したレーリー減衰とし、主桁および主塔の減衰定数は

0.02、ケーブルの減衰定数は 0.001を用いる。
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図－1 ケーブルを分割した解析モデル 
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４．斜張橋の応答特性

起振機実験を想定して斜張橋を正弦波加振する場合の応答

を求める。表－１に斜長橋の全体振動の鉛直対称 1次振動と

ねじれ対称 1次振動の固有振動数および振動モードを示す。

鉛直正弦波加振は鉛直対称 1次振動数と同一の加振振動数お

よび加振力の振幅 50kNで行う。ねじれ正弦波加振はねじれ 

対称 1次振動数と同一の加振振動数および加振力 500kN･m 

で行う。 

4-1 鉛直正弦波加振による応答                                         

図－2に鉛直正弦波加振の応答を示す。図－2（a）にはケーブル

の鉛直方向最大振幅、図－2（b）には主桁の鉛直方向最大変位を示

す。図－2（a）よりケーブル要素による解析おいては C1、C2、C19

および C20において振幅が卓越している。これはケーブル C1、C2、

C19および C20の固有振動数が鉛直対称 1次振動数（0.297Hz）と

1：2 の関係で分数調波共振が発生するためである。しかし、弦要

素による解析では卓越した振幅が見られない。これは、弦要素によ

る解析では分数調波共振を考慮できないためである。また、図－2

（b）より主桁の変位は、弦要素の結果が最大で約 56％大きくなる。 

4-2 ねじれ正弦波加振による応答 
図－3にねじれ正弦波加振の応答を示す。図－3（a）にはケーブ

ルの鉛直方向最大振幅、図－3（b）には主桁の鉛直方向最大変位を

示す。図－3（a）よりケーブル要素による解析では C1、C2、C19

および C20 の振幅が卓越している。これは、C1、C2、C19 および

C20の固有振動数とねじれ対称 1次固有振動数（1.137Hz）が1：2と

なり主不安定領域における係数励振振動が発生しているためであ

る。しかし、弦要素では卓越した振幅が見られない。これは、弦要

素による解析では係数励振振動を考慮できないためである。また、

C12および C13においては、ケーブルの固有振動数とねじれ対称 1

次固有振動数（1.137Hz）が 1：1となり副不安定領域における係数

励振振動が発生し、ケーブル要素では卓越した振幅が見られる。弦

要素でも卓越した振幅がみられ、ケーブル要素に比べ振幅が大きく

なっている。これは、弦要素では強制振動により卓越した振幅が発

生しているためである。主桁の応答に関しては、図－3（b）よりケ

ーブル要素で見られた鉛直方向変位が、弦要素では主桁の鉛直方向 

応答は発生していない。 

５．まとめ 

 弦要素による解析ではケーブル特有の分数調波共振および係数励振振動を考慮できない。その結果、主桁の応

答に差が見られる。よって、斜張橋において動的応答を行う際には本研究で用いた有限要素法プログラムを用い

た解析が必要である。 
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（a）ケーブルの鉛直方向最大振幅 

図－2 鉛直正弦波加振による応答 
（鉛直対称 1次、0.297Hz） 

（b）主桁の鉛直方向最大振幅 

（a）ケーブルの鉛直方向最大振幅 

（b）主桁の鉛直方向最大振幅 
図－3 ねじれ正弦波加振による応答 
（ねじれ対称 1次、1.137Hz）
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表－1 固有振動数および振動モード 

No 振動数（Hz） 振動モード図 

鉛直１次 0.297  

ねじれ 1次 1.137 
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